
員基準欠如による所定単位数の減算は、当該施設全体と当該施設のユニ   

ット部分のどちらか一方で所定の員数（看護六：一、介護四：一の職員   

配置）を置いていない場合に行われるものであること（通所介護費等の   

算定方法第十三号イ及びロ）。  

（12）介護療養施設サービス費を算定するための基準について   

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第四十五号に規定する基準に  

従い、以下の通り、算定すること。  
イ 施設基準第四十五号イに規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員が一人のもの  

に限る。）（「従来型個室」という。）の入院患者に対して行われる  

ものであること。  

ロ 施設基準第四十五号ロに規定する介護療養施設サービス費 介護  
療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員が二人以上の  

ものに限る。）（「多床室」という。）の入院患者に対して行われる  

ものであること。  
ハ 施設基準第四十五号ハに規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型医療  

施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十二年厚生省令第囚  

十一号。以下イ指定介護療養型医療施設基準」という。）第三十九  
条第二項第一号イ（3）（i）、第凶十条第二項第一号イ（3）（i）又は第  

四十一条第二項第一 号イ（3）（i）（指定居宅サービス基準改正省令附  

則第六条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を  

満たすものに限る。）（「ユニット型個室」という。）の入院患者に  

対して行われるものであること。  

ニ 施設基準第四十五号土に規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型医療  

施設基準第三十九条第二項第一号イ（3）（h）、第凶十条第二項第一号  

イ（3）（h）又は第四十一条第二項第一号イ（3）（云）を満たすものに限  

るものとし、指定介護療養型医療施設基準介護老人保健施設基準第  

三十九条第二項第一号イ（3）（i）、第凶十条第二項第一号イ（3）（i）  

又は第四十一条第二項第一号イ（3）（i）（指定居宅サービス基準改正  

省令附則第四条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含  
む。）を満たすものを除く。）（「ユニット型準個室」という。）の  

入院患者に対して行われるものであること。   

② ユニットに属する病室であって、各類型の介護療養施設サービス費  

員基準欠如による所定単位数の減算は、当該施設全体と当該施設のユニ   

ット部分のどちらか一方で所定の員数（看護六：一、介護四：一の職員   

配置）を置いていない場合に行われるものであること（職員配置等基準   

第十三号イ及びロ）。  

（12）介護療養施設サービス費を算定するための基準について   

① 介護療養施設サービス費は、施設基準第四十五号に規定する基準に  

従い、以下の通り、算定すること。  
イ 施設基準第凶十五号イに規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員が一人のもの  

に限る。）（「従来型個室」という。）の入院患者に対して行われる  

ものであること。  

ロ 施設基準第凶十五号ロに規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが、ユニットに属さない居室（定員が二人以上の  

ものに限る。）（「多床室」という。）の入院患者に対して行われる  

ものであること。  
ハ 施設基準第四十五号ハに規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが 、ユニットに属する居室（指定介護療養型医療  

施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十二年厚生省令第四  

十一号。以下「指定介護療養型医療施設基準」という。）第三十九  
条第二項第一号イ（3）（i）、第四十条第二項第一号イ（3）（i）又は第  

凶十一条第二項第一号イ（3）（i）（指定居宅サービス基準改正省令附  

則第六条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）を  

満たすものに限る。）（「ユニット型個室」という。）の入院患者に  

対して行われるものであること。  

ニ 施設基準第凶十五号こに規定する介護療養施設サービス費 介護  

療養施設サービスが、ユニットに属する居室（指定介護療養型医療  

施設基準第三十九条第二項第一号イ（3）（h）、第四十条第二項第一号  

イ（3）（辻）又は第凶十一条第二項第一号イ（3）（h）を満たすものに限  

るものとし、指定介護療養型医療施設基準介護老人保健施設基準第  

三十九条第二項第一号イ（3）（i）、第凶十条第二項第一号イ（3）（i）  

又は第凶十一条第二項第一号イ（3）（i）（指定居宅サービス基準改正  

省令附則第凶条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含  
む。）を満たすものを除く。）（「ユニット型準個室」という。）の  

入院患者に対して行われるものであること。   

② ユニットに属する病室であって、各類型の介護療養施設サービス費  
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の注1による届出がなされているものについては、ユニット型介護療  

養施設サービス費を算定するものとすること。  

（13）ユニットにおける職員に係る減算について  

5の（6）を準用する。  

（14）身体拘束廃止未実施減算について  

5の（7）を準用する。  

（15）療養環境減算の適用について   

① 病院療養病床療養環境減算の基準  

病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準附則第  

七条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療法施行規則の  

一部を改正する省令（平成十三年厚生労働省令第八号。以下「平成十  

三年医療法施行規則等改正省令」という。）附則第四十一条の規定の  

適用を受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法  

による測定で－・八メートル（両側に居室がある廊下については、二  

・セメートル）未満である場合に適用されること。（施設基準第四十  

三号において準用する施設基準第十二号）   

② 診療所療養病床設備基準減算の基準  

診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基準附則  

第十二条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床群又は平成十  

三年医療法施行規則等改正省令附則第四十一条の規定の適用を受ける  

療養病床に係る病室にあっては、隣接する廊下の幅が内法による測定  
で一・ 八メートル（両側に居室がある廊下については、二・セメート  

ル）未満であること。（施設基準第四十四号において準用する施設基  

準第十三号）   

③ 特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合  

特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合（ユニ  
ット型個室・二人室、ユニット型準個室・二人室、ユニット型個室・  

ユニット型準個室以外の個室、二人室を除く。）にあっては、当該病  

室に入院している患者について、病院療養病床療養環境減算（Ⅲ）又は  

診療所療養病床療養環境減算（Ⅱ）を適用するものとすること。   

④ 病棟ごとの適用の原則  

療養環境減算については、各病棟を単位として評価を行うものであ  

り、設備基準を満たす病棟とそうでない病棟とがある場合には、同一  
施設であっても異なる療養環境減算の適用を受けることとなること。  

（16）若年性認知症患者受入加算について  

の注1による届出がなされているものについては、ユニット型介護療  

養施設サービス費を算定するものとすること。  

（13）ユニットにおける職員に係る減算について  

5の（6）を準用する。  

（14）身体拘束廃止未実施減算について  

5の（7）を準用する。  

（15）療養環境減算の適用について   

① 病院療養病床療養環境減算の基準  

病院療養病床療養環境減算は、指定介護療養型医療施設基準附則第  

七条に規定する病床転換による旧療養型病床群又は医療法施行規則の  

一部を改正する省令（平成十三年厚生労働省令第八号。以下「平成十  

三年医療法施行規則等改正省令」という。）附則第四十一条の規定の  

適用を受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法  

による測定で一・八メートル（両側に居室がある廊下については、二  

・セメートル）未満である場合に適用されること。（施設基準第四十  

三号において準用する施設基準第十二号）   

② 診療所療養病床設備基準減算の基準  

診療所療養病床設備基準減算は、指定介護療養型医療施設基準附則  

第十二条に規定する病床転換による診療所旧療養型病床群又は平成十  

三年医療法施行規則等改正省令附則第四十一条の規定の適用を受ける  

療養病床に係る病室にあっては、隣接する廊下の幅が内法による測定  

で一・八メートル（両側に居室がある廊下については、二・セメート  

ル）未満であること。（施設基準第四十四号において準用する施設基  

準第十三号）   

③ 特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合  

特別の療養環境の提供により特別の料金を徴収している場合（ユニ  
ット型個室・二人室、ユニット型準個室・二人室、ユニット型個室・  

ユニット型準個室以外の個室、二人室を除く。）にあっては、当該病  

室に入院している患者について、病院療養病床療養環境減算てⅢ）又は  

診療所療養病床療養環境減算（Ⅲ）を適用するものとすること。   

④ 病棟ごとの適用の原則  

療養環境減算については、各病棟を単位として評価を行うものであ  

り、設備基準を満たす病棟とそうでない病棟とがある場合には、同一  
施設であっても異なる療養環境減算の適用を受けることとなること。  
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2の（12）を準用する  

吐姐入院患者が外泊したときの費用の算定について  

6の（12）を準用する。  

吐狙入院患者が試行的退院したときの費用の算定について  

6の（13）を準用する。  

追払入院患者が外泊したときの費用の算定について  

6の（12）を準用する。  

建泣入院患者が試行的退院したときの費用の算定について   

① 試行的退院サービスの提供を行うに当たっては、その病状及び身体  
の状況に照らし、退院して居宅において生活ができるかどうかについ  

て医師、果剤師（配置されている場合に限る。）、看護・介護職員、支  

援相談員、介護支援専門員等により、退院して、その居宅において療  

養を継続する可能性があるかどうか検討すること。   

② 当該入院患者又は家族に対し、この加算の趣旨を十分説明し、同意  

を得た上で実施すること。   

③ 試行的退院サービスによる居宅サービスの提供に当たっては、指定  
介護療養型医療施設の介護支援専門員が、試行的退院サービスに係る  

居宅サービスの計画を作成するとともに、御ビ  

ス事業者等との連絡調整を行い、その利用者が可能な限りその居宅に   

おいて、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができ   

るように配慮した計画を作成すること。  

勝行うことが望ましいこと。   

イ 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導   
口 当該入院患者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を   

目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、起立訓練、食事訓練、   
排泄訓練の指導   

ハ  家屋の改善の指導   

二 当該入院患者の介助方法の指導  

参 試行的退院サービス費の算定期間中は、施設の従業者又は指定居宅   

サービス事業者等により、計画に基づく適卿供す   

ることとし、卿象と   

ならないこと。  

⑥ 加算の算定期間は、一月につき六日以内とする。また、算定方法は、  

■5の（16）の①及び②を準用する。一回の試行的退院サービス費が月を   

またがる場合であっても、連続して算定できるのは六日以内とする。  

⑦ 利用者の試行的退院期間中は、当該利用者の同意があれば、そのベ   
ッドを短期入所療養介護に活用することは可能であること。この場合   
において試行的退院サービス費を併せて算定することは可能であるこ   

上皇＿  
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⑧ 試行的退院期間が終了してもその居宅に退院できない場合において  

は、指定介護療養型医療施設で療養を続けることとなるが、眉持引こお  

いて療養が続けられない理由等を分析した上でその問題解決に向けた  

リハビリ等を行うため、施設サービス計画の変更を行うとともに適切  

な支援を行うこと。  

1必従来型個室に入所していた者の取扱いについて  
5の（19）を準用する。  

止弘従来型個室に入所していた者の取扱いについて  

5の止弘を準用する。  
（19）栄養管理体制加算  

5の（17）  を準用する。  

（20）栄養マネジメント加算  

5の止姐を準用する。  
（21）経口移行加算  

5の止姐を準用する。  
（22）経口維持加算  

5の（20）を準用する。  

（20）栄養マネジメント加算  

5の受払を準用する。  

（21）経口移行加算  

5の（旦辻を準用する。  

（22）経口維持加算  

5の塵必＿を準用する。  

（23）口腔機能維持管理加算  

5の（23）を準用する  

鎚療養食加算  
2の（10）を準用する。  

虚姐療養食加算  

2の血盟を準用する。  

（25）認知症専門ケア加算  

5の（28）を準用する。  

（26）サービス提供体制強化加算   

① 2の（16）①から④まで及び⑥を準用する。   

② 指定介護療養施設サービスを糾静割こ直接提供する職員とは、看護  
職員、介護職員、理学療法士又は作業療法士として勤務を行う職員を  
指すものとする。  

夏生入院患者が他医療機関へ受診したときの費用の算定について   

① 介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因となった傷  
病以外の傷病に雁患し、当該介護療養型医療施設以外での診療の必要  

が生じた場合は、他医療機関へ転医又は対診を求めることを原則とす  

る。   

② 介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該介護療  

養施設サービス費に含まれる診療を他医療機関で行った場合には、当  

該他医療機関は当該費用を算定できない。   

③ ②にかかわらず、介護療養施設サービス費を算定する患者に対し眼  

迫泣入院患者が他医療機関へ受診したときの費用の算定について   

① 介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因となった傷  
病以外の傷病に羅患し、当該介護療養型医療施設以外での診療の必要  

が生じた場合は、他医療機関へ転医又は対診を求めることを原則とす  

る。   

② 介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該介護療  
養施設サービス費に含まれる診療を他医療機関で行った場合には、当  

該他医療機関は当該費用を算定できない。   

③ ②にかかわらず、介護療養施設サービス費を算定する患者に対し眼  
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科等の専門的な診療が必要となった場合（当該介護療養型医療施設に   

当該診療に係る診療科がない場合に限る。）であって、当該患者に対   
し当該診療が行われた場合（当該診療に係る専門的な診療科を標模す   

る他医療機関（特別の関係にあるものを除く。）において、別途定め   

る診療行為が行われた場合に限る。）は、当該他医療機関において診   
療が行われた日に係る介護療養施設サービス費は、一月に凶日を限度   

として所定単位数に代えて一目につき三杢三単位を算定するものとす   

る。  

当該所定単位数を算定した日においては、特定診療費に限り別途算   

定できる。  

④ 他医療機関において③の規定により費用を算定することのできる診   

療が行われた場合には、当該患者が入院している介護療養型医療施設   

において、 当該他医療機関に対し、当該診療に必要な情報（当該介護   

療養型医療施設での介護療養施設サービス費及び必要な診療科を含   

む。）を文書により提供する（これらに要する費用は患者の入院して   

いる介護療養型医療施設が負担する。）とともに、診療録にその写し   

を添付する。  

⑤ ③にいう「特別の関係」とは、次に掲げる関係をいう。   

ア 当該医療機関と当該他の医療機関の関係が以下のいずれかに該当   

する場合に、当該医療機関と当該他の医療機関は特別の関係にある  

と認められる。   

（イ）当該医療機関の開設者が、当該他の医療機関の開設者と同一の  

場合   

（ロ）当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者と同一の  

場合   

（ハ）当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者の親族等  

の場合   

（ニ）当該医療機関の理事・監事・評議員その他の役員等のうち、当  

該他の医療機関の役員等の親族等の占める割合が－○分の三を超  

える場合   

（ホ）（イ）から（ニ）までに掲げる場合に準ずる場合（人事、資金等の関  

係を通じて、当該医療機関が、当該他の医療機関の経営方針に対  
して重要な影響を与えることができると認められる場合に限る。）   

イ 「医療機関」とは、病院又は診療所をいう。   

ウ 「親族等」とは、親族関係を有する者及び以下に掲げる者をいう。  

科等の専門的な診療が必要となった場合（当該介護療養型医療施設に   

当該診療に係る診療科がない場合に限る。）であって、当該患者に対   
し当該診療が行われた場合（当該診療に係る専門的な診療科を標模す   

る他医療機関（特別の関係にあるものを除く。）において、別途定め   

る診療行為が行われた場合に限る。）は、当該他医療機関において診   
療が行われた日に係る介護療養施設サービス費は、一月に四日を限度   

として所定単位数に代えて一日につき坦旦塑単位を算定するものとす   

る。  

当該所定単位数を算定した目においては、特定診療費に限り別途算   

定できる。  

④ 他医療機関において③の規定により費用を算定することのできる診   

療が行われた場合には、当該患者が入院している介護療養型医療施設   

において、当該他医療機関に対し、当該診療に必要な情報（当該介護   

療養型医療施設での介護療養施設サービス費及び必要な診療科を含   

む。）を文書により提供する（これらに要する費用は患者の入院して   

いる介護療養型医療施設が負担する。）とともに、診療録にその写し   

を添付する。  

⑤ ③にいう「特別の関係」とは、次に掲げる関係をいう。   

ア 当該医療機関と当該他の医療機関の関係が以下のいずれかに該当  

する場合に、当該医療機関と当該他の医療機関は特別の関係にある  

と認められる。   

（イ）当該医療機関の開設者が、当該他の医療機関の開設者と同一の  

場合   

（ロ）当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者と同一の  

場合   

（ハ）当該医療機関の代表者が、当該他の医療機関の代表者の親族等  

の場合   

（ニ）当該医療機関の理事・監事・評議員その他の役員等のうち、当  

該他の医療機関の役員等の親族等の占める割合が一○分の三を超  

える場合   

（ホ）（イ）から（ニ）までに掲げる場合に準ずる場合（人事、資金等の関  

係を通じて、当該医療機関が、当該他の医療機関の経営方針に対  

して重要な影響を与えることができると認められる場合に限る。）  

1 「医療機関」とは、病院又は診療所をいう。   

ウ 「親族等」とは、親族関係を有する者及び以下に掲げる者をいう。  
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（イ）事実上婚姻関係と同様の事情にある者  

（ロ）使用人及び使用人以外の者で当該役員等から受ける金銭その他  

の財産によって生計を維持しているもの  

（ハ）（イ）又は（ロ）に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしてい  

るもの  

追払初期加算について  

6の血生を準用する。  

追払退院時指導等加算について  

6の止立（⑤のイの訪問看護指示書の様式に係る部分を除く。）を準   
用する。  

追払在宅復帰支援機能加算  

5の旦迫を準用する。  
追払特定診療費について  

別途通知するところによるものとする。  

（イ）事実上婚姻関係と同様の事情にある者  

（ロ）使用人及び使用人以外の看で当該役員等から受ける金銭その他  

の財産によって生計を維持しているもの  

（ハ）（イ）又は（ロ）に掲げる者の親族でこれらの者と生計を一にしてい  

るもの  

建弘初期加算について  

6の上！旦を準用する。  

地退院時指導等加算について  
6の止吐（⑤のイの訪問看護指示書の様式に係る部分を除く。）を準   

用する。  

迫吐在宅復帰支援機能加算  

5の旦姐を準用する。  

廷辻特定診療費について  

別途通知するところによるものとする。  
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○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に   

伴う実施上の留意事項について（平成18年3月31日老計発第0331005号 老振発第0331005号 老老発第0331018号 厚生労働省老健局計画課長、   

振興課長、老人保健課長連名通知）  

改  正  改  正  後  

第一 届出手続きの運用  

1 届出の受理  

（1）届出書類の受取り  

指定事業者（他市町村に所在する指定事業者を含む。）側から統一  

的な届出様式及び添付書類により、サービス種類ごとの一件書類の提  

出を受けること（ただし、同一の敷地内において複数種類のサービス  

事業を行うときは一括提出も可とする。）。  

（2）要件審査  

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を  
求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準  

とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は  

除く。）。  
（3）届出の受理  

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない  

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。  

（4）国保連合会等への通知  

市町村が届出を受理した場合は、その旨を届出者に通知するとともに、  

都道府県に情報を提供すること。都道府県は、その旨を国民健康保険団  
体連合会（以下「国保連合会」という。）に通知すること。なお、事業  

者が複数の都道府県にまたがって指定を受けている場合、事業所が所在  

しない他の都道府県は、事業所が所在する都道府県に対し届出の情報を  

提供すること。これを受けて、事業所が所在する都道府県は、その情報  

を事業所が所在する都道府県の国保連合会に通知すること。  

（5）届出に係る加算等の算定の開始時期  

夜間対応型訪問介護茎追認知症対応型通所介護若しくは介護予防認知  

症対応型適所介護における届出に係る加算等（算定される単位数が増え  

るものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、  

利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、  
届出が毎月十五日以前になされた場合には翌月から、十六日以降になさ  

れた場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。  

第一 届出手続きの運用  

1 届出の受理  

（1）届出書類の受取り  

指定事業者（他市町村に所在する指定事業者を含む。）側から統一  

的な届出様式及び添付書類により、サービス種類ごとの一件書類の提  

出を受けること（ただし、同一の敷地内において複数種類のサービス  

事業を行うときは一括提出も可とする。）。  

（2）要件審査  

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜補正を  
求めること。この要件審査に要する期間は原則として二週間以内を標準  

とし、遅くても概ね一月以内とすること（相手方の補正に要する時間は  

除く。）。  
（3）届出の受理  

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応じない  

場合は、不受理として一件書類を返戻すること。  
（4）国保連合会等への通知  

市町村が届出を受理した場合は、その旨を届出者に通知するとともに、  

都道府県に情報を提供すること。都道府県は、その旨を国民健康保険団  
体連合会（以下「国保連合会」という。）に通知すること。なお、事業  

者が複数の都道府県にまたがって指定を受けている場合、事業所が所在  

しない他の都道府県は、事業所が所在する都道府県に対し届出の情報を  

提供すること。これを受けて、事業所が所在する都道府県は、その情報   

を事業所が所在する都道府県の国保連合会に通知すること。  

（5）届出に係る加算等の算定の開始時期  

夜間対応型訪問介護」認知症対応型適所介護若しくは介護予防認知症  

対応型通所介護又は小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防小規模多   

機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定される単位数が増える  

ものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限度額管理のため、   

利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、   

届出が毎月十五日以前になされた場合には翌月から、十六日以降になさ  
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れた場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。  

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介   

護（いずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入居者生活介   

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る   

加算等については、届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理  

された日が月の初日である場合は当該月）から算定を開始するものとす  

る。  

2 届出事項の公開   

届出事項については市町村において閲覧に供するほか、事業者において   

も利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。  

3 届出事項に係る事後調査の実施   

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調   
査を行うこと。  

4 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届   

出の取扱い   

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判  
明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の   

取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこと  
になるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであるこ   

と。当該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得にな  

るので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした   

指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返  
し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。   

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは   
当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致していないことが   

判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな  

るので返還措置を講ずること。  

5 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い   

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は  

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出   

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実   
が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に   
おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求   

となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ   

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処  

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介   

護（いずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入居者生活介   

護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る   

加算等については、届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理   

された日が月の初日である場合は当該月）から算定を開始するものとす  

る。  

2 届出事項の公開   

届出事項については市町村において閲覧に供するほか、事業者において   

も利用料に係る情報として事業所内で掲示することになること。  

3 届出事項に係る事後調査の実施   

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後的な調   

査を行うこと。  

4 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場合の届   

出の取扱い  

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないことが判   

明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該届出の受理の   

取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該届出はなかったこと   
になるため、加算については、当該加算全体が無効となるものであるこ   

と。当該届出に関してそれまで受領していた介護給付費は不当利得にな   

るので返還措置を講ずることは当然であるが、不正・不当な届出をした   

指定事業者に対しては、厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返   

し行われるなど悪質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。  

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至るまでは   
当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致していないことが   
判明した時点までに当該加算等が算定されていた場合は、不当利得にな   
るので返還措置を講ずること。  

5 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い   

L‡・   

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は  

加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出  

させることとする。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実  

が発生した目から加算等の算定を行わないものとする。また、この場合に  

おいて、届出を行わず、当該算定について請求を行った場合は、不正請求  

となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講ずるこ  

とになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処  
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すること。  

6 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還  

4又は5により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお   

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る   

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金   

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者   

等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。  

第二 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項  

1 通則  

（1）算定上における端数処理について  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（′ト数点以   

下）の端数については「切り捨て」とする。  

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー   

ドを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした  
単位数（整数値）である。  

（2）サービス種類相互の算定関係について  

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域   

密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の指   

定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅療   

養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、指定特   
定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ   

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の   

居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えない  

ものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受け   

ている者については、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビ   

リテーション、適所介護費及び適所リハビリテ ーション費並びに夜間対   

応型訪問介護、認知症対応型通所介護及び小規模多機能型居宅介護は算   

定しないものであること。  

なお、小規模多機能型居宅介護を受けている者については、訪問看護   

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与   

費を除く指定居宅サービス並びに指定地域密着型サービスに係る費用の   

額は算定しないものであること。  

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、   
訪問サービスの所定単位数は算定できない。  

（3）施設外泊時等における地域密着型サービスの算定について   

すること。  

6 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還  

4又は5により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業所にお   

いては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護給付費に係る   

利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞれの利用者に返還金   

に係る計算書を付して返還すること。その場合、返還に当たっては利用者   

等から受領書を受け取り、施設において保存しておくこと。  

第二 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項  

1 通則  
（1）算定上における端数処理について  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる一円未満（小数点以  

下）の端数については「切り捨て」とする。  

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コー  

ドを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした  
単位数（整数値）である。  

（2）サービス種類相互の算定関係について  

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域  

密着型特定施設入居者生活介護を受けている者については、その他の指  

定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅療   

養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、指定特  

定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要があ  

る場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の  
居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えない  

ものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受け  
ている者については、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビ   

リテーション、適所介護費及び通所リハビリテーション費並びに夜間対   

応型訪問介護、認知症対応型通所介護及び′ト規模多機能型居宅介護は算  

定しないものであること。  
なお、小規模多機能型居宅介護を受けている者については、訪問看護   

費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与   
費を除く指定居宅サービス並びに指定地域密着型サービスに係る費用の   

額は算定しないものであること。  

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、  
訪問サー ビスの所定単位数は算定できない。  

（3）施設外泊時等における地域密着型サービスの算定について  
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施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設サービス費の試行的退所   

を算定した場合には、地域密着型サービスは算定できない。   

（4）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについ   

て  

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則と   

する。ただし、夜間対応型訪問介護と訪問着護を、同一利用者が同一時   

間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同   

一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められる場合に   

限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。  

（5）入所等の日数の数え方について   

① 入居又は入所の日数については、原則として、入所等した日及び退  

所等した日の両方を含むものとする。   

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療  

養介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型介護老  
人福祉施設、特定施設又は介護保険施設（以下②及び③において「介  

護保険施設等」という。）の間で、又は隣接若しくは近接する敷地に  
おける介護保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行  

われているものの間で、利用者等が一の介護保険施設等から退所等を  

したその日に他の介護保険施設等に入所等する場合については、入所   

等の日は含み、退所等の日は含まれない。したがって、例えば、．短期  

入所生活介護の利用者がそのまま指定地域密着型介護老人福祉施設に  

入所したような場合は、入所に切り替えた目については短期入所生活  

介護費は算定しない。   

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と  

同一敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療  

報酬が適用されるもの（以下「医療保険適用病床」という。）又は当  

該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷地における病院若しくは  

診療所の医療保険適用病床であって当該介護保険施設等との間で相互  

に職員の兼務や施設の共用等が行われているもの（以下③において「同  

一敷地内等の医療保険適用病床」という。）に入院する場合（同一医  

療機関内の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所  
等の日は算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院  
したその日に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内の転  

棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては入所等の日は算定  

施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養   

型医療施設の試行的退所を行っている場合には、地域密着型サービスは   

算定できない。  

（4）同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについ   

て  

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則と   

する。ただし、夜間対応型訪問介護と訪問看護を、同一利用者が同一時   
間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同   
一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められる場合に   

限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。  

（5）入所等の日数の数え方について   

① 入居又は入所の日数については、原則として、入所等した日及び退  

所等した日の両方を含むものとする。   

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療  

養介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型介護老  

人福祉施設、特定施設又は介護保険施設（以下②及び③において「介  

護保険施設等」という。）の間で、又は隣接若しくは近接する敷地に  
おける介護保険施設等であって相互に職員の兼務や施設の共用等が行  

われているものの間で、利用者等が一の介護保険施設等から退所等を  

したその日に他の介護保険施設等に入所等する場合については、入所  

等の日は含み、退所等の日は含まれない。したがって、例えば、短期  

入所生活介護の利用者がそのまま指定地域密着型介護老人福祉施設に  

入所したような場合は、入所に切り替えた目については短期入所生活  

介護費は算定しない。   

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と  

同一敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療  

報酬が適用されるもの（以下「医療保険適用病床」という。）又は当  

該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷地における病院若しくは  

診療所の医療保険適用病床であって当該介護保険施設等との間で相互  

に職員の兼務や施設の共用等が行われているもの（以下③において「同  

一敷地内等の医療保険適用病床」という。）に入院する場合（同一医  

療機関内の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所  

等の日は算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院  
したその日に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内の転  

棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては入所等の日は算定  
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